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｢障害福祉現場における物価高騰・賃上げ等の状況調査｣  

調査結果の公表 
 
 

公益財団法人 日本知的障害者福祉協会 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国社会就労センター協議会 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国身体障害者施設協議会 

 

 

日本知的障害者福祉協会･全国社会就労センター協議会･全国身

体障害者施設協議会は、障害児者の生命を守り、希望する生活を

支援する施設・事業所を会員とする団体である。 

このたび三団体合同で「障害福祉現場における物価高騰・賃上げ

等の状況調査」を実施した。1,343 の会員施設・事業所の回答結

果を公表する。 

 

調査結果による物価高騰の影響は、上昇・高止まり傾向である

ことが見てとれる。 

そして特に、障害福祉従事者の処遇実態に注目した。 

各施設・事業所での処遇改善加算の活用と経営努力により、給与

面の待遇は上昇傾向にあると見てとれるが、賃上げ実態や平均給与

は、企業春闘の回答や人事院勧告による改善に遠く及ばない。 

 

民間企業の平均給与との差額50 万円超の格差を埋めることは

非常に難しい。他産業との人材確保競争が厳しくなるなか、医療･

福祉を学んだ有資格者が経済的理由で他産業に流出することは、

専門性を維持し質を担保するうえで大きな損失であり、強い危機

感を表明する。 

 

 

記 
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｢障害福祉現場における物価高騰・賃上げ等の状況調査｣ 結果について 

１．今回の調査では、処遇改善加算の拡充により、正職員の賃上げ額

は前年度比 59％増の 7,779円、賃上げ率は 3.18％であった。 

  
新加算「福祉・介護職員等処遇改善加算」の取得率は全体の 95.9％であり、

最も加算単位数の高い同加算(Ⅰ)を約８割に上る事業所が取得した。しかしな

がら賃上げ額・賃上げ率は、7,779円・3.18％増のアップにとどまる。 

  
２．一方で、連合調査では春闘引き上げ率 5.1％（中小企業 4.45％）

と、1991年以来 33年ぶりに 5％を超える高い水準となった。 

また人事院勧告による給与改善も顕著である。他産業との賃金格

差は拡大傾向で埋めることは難しく、人材確保の困難さと人材流出

に拍車をかける。 

  
 国税庁「令和５年分民間給与実態統計調査」結果にみる全業種の平均給与は

460万円である一方、医療・福祉業種の平均給与は 404万円である。平均給与

額 50万円超の賃金格差を埋めることは非常に難しい。 

さらに、令和６年８月の人事院勧告は「民間企業の賃上げの状況を反映し」

て、定期昇給分にベースアップ分 2.76％（全体平均で 11,183円）を加え 4.4%

の給与改善と発表された。 

これでは民間企業の給与や人事院勧告の給与改善には到底追いつけない。 

とくに有資格者などが経済的理由で他産業に流出することは、専門性を維持

し質を担保するうえで大きな損失である。 

  
３．サービスの質を維持し担保するためには、人材の確保が喫緊の課

題である。早急に全産業と遜色のない水準までのさらなる賃上げ策

が必要であり、現状に強い危機感を表明する。 

  

 
ウェブサイトに調査結果を公表しました 
公益財団法人 日本知的障害者福祉協会  

http://www.aigo.or.jp/ 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国社会就労センター協議会 

https://www.selp.or.jp/ 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国身体障害者施設協議会  

https://www.shinsyokyo.com/ 
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「障害福祉現場における物価高騰・賃上げ等の状況調査」結果 
 

令和 6 年 10 月２日 

公益財団法人 日本知的障害者福祉協会 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国社会就労センター協議会 

      社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国身体障害者施設協議会 

 

１ 調査概要 

令和 6 年 8 月 20 日～9 月 6 日、日本知的障害

者福祉協会、全国社会就労センター協議会および

全国身体障害者施設協議会に所属する施設・事業

所を対象に調査を実施し、1,343 事業所が回答。 

 

 

注：集計に当たっては、一部、外れ値を除外した。 

 

回答した事業所のサービス類型別の構成比率 

サービス類型 比率 

日中活動系 39.1% 

訓練系・就労系 16.3% 

施設系 15.5% 

相談系 12.2% 

居住支援系 6.5% 

障害児系 6.0% 

訪問系 4.3% 
 

 

２ 物価高騰関係 

(ア) 光熱水費 

年月 平均支出額 増加率 

令和 4 年 6 月 552,227 円   

令和 5 年 6 月 563,766 円 2.1% 

令和 6 年 6 月 558,215 円 -1.0% 
 

(イ) 給食用材料費・給食委託費 

年月 平均支出額 増加率 

令和 4 年 6 月 1,242,265 円   

令和 5 年 6 月 1,291,264 円 3.9% 

令和 6 年 6 月 1,309,331 円 1.4% 
 

 

３ 賃上げ関係 

(ア) 福祉・介護職員等処遇改善加算（新加算）の取得状況（令和 6 年 6 月） 

加算（Ⅰ） 79.1% 

加算（Ⅱ） 5.1% 

加算（Ⅲ） 7.7% 

加算（Ⅳ） 2.1% 

加算（Ⅴ） 1.8% 

なし 1.6% 

加算対象外 2.5% 

 

(イ) 正社員の賃上げ額（月額） 

 賃上げ額 賃上げ率（※１） 

  ベア分  ベア分 

令和 5 年度 4,899 円 2,072 円 2.04% 0.86% 

令和 6 年度（※２） 7,779 円 4,063 円 3.18% 1.66% 
 

※１：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」に基づく障害福祉分野の令和 4 年所定内給与 240,100 円及び令和 5 年所定内給与 245,000 円

に基づき算出。 

 

※２：令和６年度処遇改善加算の活用状況は以下のとおり。 

・加算の全額を令和 6 年度分の賃金改善に充てた（予定） 86.8% 

・加算額の一部を令和 7 年度に繰り越した（予定） 12.1% 

・加算なし 1.1% 
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